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港湾の施設の技術上の基準の改訂により、耐震性能照査において考慮すべき地震動による作

用を求める際には、従来の地域別震度に基づく設計震度を用いた考え方に代えて、震源特性、

伝播経路特性、サイト特性を考慮して得られる工学的基盤における地震動の時刻歴波形を与え、

表層地盤や構造物の特性を考慮した地震動による作用を算定する方法を用いることとなった。 

本論文では、各港湾の地形及び地質特性、北海道全体としての整合性を踏まえた統一的な方

針の下、適切な地域分類と工学的基盤から地表面までの地盤特性等を設定の上、港湾構造物設

計の基礎資料として必要となる照査用震度の簡易算定法の導入について検討したものである。 
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1. レベル１地震動による照査用震度の算定法 

レベル1地震動は、主として経済性の観点から耐震性

が合理的な水準であることを簡易的に検討するための地

震動であり、一般に、震源特性、伝播経路特性、サイト

増幅特性（地震基盤～工学的基盤）を考慮した確率論的

地震危険度解析により設定される。 

レベル1地震動に関する変動状態の性能照査に用いる

照査用震度は、地震動の周波数特性や継続時間の影響等

を考慮して、当該施設の変形量に対応した適切な震度と

する必要がある。 

照査用震度の算定方法の概要の１例（重力式の場合）

を、図-1-1 に示す。まず、工学的基盤におけるレベル

１地震動を設定し、これを入力地震動として一次元地震

応答解析により、背後地盤における地表面の加速度時刻

歴を算定する。得られた加速度時刻歴をフーリエ変換

（FFT）し、地表面における加速度スペクトルを求め、

これに対して構造形式毎の変形に対応した周波数特性を

勘案したフィルター処理を行う。次に、フィルター処理

後の加速度時刻歴より加速度最大値αf を求め、地震動

の継続時間を勘案した低減率pを乗じ、地表面における

補正加速度時最大値αc を算出する。この補正加速度最

大値αcと係船岸の天端において許容される変形量Ｄaを

用いて照査用震度の特性値を算出する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1-1a 照査用震度の算定過程 
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図-1-1b 照査用震度の算定過程 

 
(1) 周波数特性を勘案したフィルターの設定 

重力式係船岸の照査に用いる地震動の周波数特性を勘

案したフィルターは、式(1a)、式(1b)を用いることがで

きる。このフィルターは、岸壁の天端の水平残留変位が

目標値となるような自由地盤地表面における加速度最大

値を求めたものであり、地震動を構成する各周波数成分

の波の岸壁の変形への寄与を評価したものである。これ

によれば、大きい周波数帯では、変形しやすく、小さい

周波数帯では、変形しにくくなる。 

 

(1a) 

 

(1b) 

 

 

 

 

 

 

 
固有周期の算定に当たっては、図-1-2に示す位置に

おける工学的基盤上の各土層の層厚とせん断波速度を用

いて、式(1c)により算定する。 

 
(1c) 

 
 

 
 
 
 
 
 
図－2.2.6 固有周期の算定において対象とする地盤 

 
(2) 低減率の設定 

地震動の加速度最大値が同じであっても地震動の継続

時間によって施設に与える影響が異なる。地震動の継続

時間の影響を考慮する低減率pは、フィルター処理を行

った地表面の加速度時刻歴の二乗和平方根Ｓ式（1e）及

び加速度最大値αfを用いて、式(1d)より設定する。 

 
(1e) 

 
(1d) 

 
(3) 補正加速度最大値の算定 

補正加速度最大値αcは、式(1f)により算定する。 

 
(1f) 

 
(4) 照査用震度の特性値の算定 

重力式係船岸の性能照査に用いる照査用震度の特性値

khkは、(3)において設定される補正加速度最大値αc及び

係船岸天端の許容される変形量 Daを用いて、式(1g)によ

り算定する。 

 
(1g) 

 
 

なお、施設に許容される変形量については、重力式係

船岸のレベル1地震動に対する標準的な変形量の許容値

は、Ｄa=10cmとして与えることができる。 

また、本手法は液状化が発生する場合や岩盤上に直接

建設されるような岸壁については適用性について検討す

る必要がある。 

 

2.照査用震度の簡易算定法の検討 

(1) 簡易算定法の導入目的 

新たに改訂された港湾基準におけるレベル１地震動の

照査用震度の算定は、上述したように、工学的基盤にお

けるレベル１地震動を設定し、これを入力地震動として

１次元地震応答解析（FLIP）により、背後地盤における

地表面の加速度時刻歴を算定する等、土質工学や地震工

学の学術的な判断を要することとなる。 

このため、設計者によって算出結果が異なることのな
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いよう、北海道全体としての整合性を踏まえた統一的な

方針の下に照査用震度を算定することが必要であり、且

つ設計実務における計算負荷の軽減を図る観点から、北

海道の各港湾における照査用震度の簡易算定法の導入に

ついて検討を行った。 

 

(2) 照査用震度の簡易算定手順 

北海道の各港湾における照査用震度の簡易算定は、

図-2-1 に示すフローに従い実施した。各ボーリング点

に対して、各構造形式における照査用震度を算出し、簡

易算定式に用いるパラメータの適合性について検討を行

った。照査用震度の算出は、地震動の周波数特性や継続

時間による影響が考慮されており、簡易算定式のパラメ

ータとして最も依存性が高い周波数特性について着目し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2-1 照査用震度の簡易算定手順 

周波数特性の影響は、地震動を構成する各周波数成分

に対して、地盤や構造物による固有振動が共振すると振

動が増幅し照査用震度が大きくなる。このため、背後地

盤の１次固有周期Ｔb、あるいはｂ値（1Hz以下のbase）

を簡易算定式のパラメータとしての適用性を検討した。

尚、検討対象とした港湾を図-2-2 に示し、本報文では、

釧路港と十勝港における検討結果について報告する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2-2 簡易算定法の検討対象とした港湾 

(3) 釧路港における簡易算定式の算定結果 

a) 釧路港東港における壁高Ｈとｂ値の関係を図-3-1 に

示す。釧路港東港においてはｂ値が上限値または下限値

で決定する場合、中間値となる場合の３ケースがある。

副港地区においてはｂ値が上限値で決定する場合が多く

見られ、工学的基盤が深く地盤の１次固有周期Ｔu が大

きくなる傾向にある。一方、下限値で決定する場合が多

い釧路川地区は、工学的基盤が比較的浅く地盤の１次固

有周期Ｔu が小さくなる傾向にある。ｂ値が中間値（算

定値）となる場合は、工学的基盤が中位な位置に存在す

る場合に現れる。 

b) 釧路港西港のｂ値は、図-3-2 に示すように全て上限

値で決定され、工学的基盤が深く地盤の１次固有周期Ｔ

uが大きくなる傾向にある。 

c) 釧路港では、地盤特性（層序、工学的基盤の特性と

深さ）、ｂ値を決定する算式、地盤の１次固有周期から、

東港（副港地区）、東港（釧路川地区）、西港（第１～

第４埠頭）の３ブロックに類型化された。 

d) 背後地盤の１次固有周期Ｔb と照査用震度ｋhkの関係

を図-3-3～図-3-5に示す。照査用震度は、ｂ値が上限値

および下限値で決定される場合において、壁高Ｈ（計画

水深）毎に１次回帰式として整理することができた。 

e) 中間値で算定されるケースでは、Ｔbによる簡易的な

照査用震度算定は適用できないため、個別に港湾基準に

従って定めることが必要である。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3-1 釧路港東港：重力式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3-2 釧路港西港：重力式 
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① ボーリング資料の整理 

② 照査用震度算定に用いる土質条件の整理 

③ 工学的基盤位置の設定 

④ 各ボーリング点における照査用震度算定 

（重力式岸壁：計画水深別） 

（控え直杭式矢板岸壁：計画水深別） 

（控え組杭式矢板岸壁：計画水深別） 

⑤ 照査用震度と各種パラメータの適合性 

（ｂ、Ｔｂ） 

⑥ 土質条件の類型化（適用条件の整理） 
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図-3-3 釧路港東港（副港地区） 

重力式（ｂ値が上限値で決まる場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3-4 釧路港東港（釧路川地区） 

重力式（ｂ値が下限値で決まる場合） 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

図-3-5 釧路港西港 

重力式（ｂ値が上限値で決まる場合） 

 

f) 適用条件の整理 

地層構成、背後地盤の初期固有周期Ｔb の範囲などか

ら適用範囲を整理した。その結果を表-3-1に示す。 

 
・ｂ値が中間値で決定される場合や地層構成が著しく異

なる場合などは、適用除外。 

・ｂ値が中間値で決定される場合でも、上限値に近い領

域では、上限値で決定されたケースに対する簡易式を適

用できる場合がある。しかし安全のため、適用除外する。 

 

表-3-1 簡易算定式の適用条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 十勝港における簡易算定式の算定結果 

a) ｂ値は、図-3-6 に示すように全て下限値で決定され、

工学的基盤が浅く地盤の１次固有周期Ｔu が小さくなる

傾向にある。 

b) 十勝港では、地盤特性（層序、工学的基盤の特性と

深さ）、ｂ値を決定する算式、地盤の１次固有周期から

港全体を１ブロックして扱うことができる。 

c) 図-3-7 にｂ値と照査用震度ｋhk の関係を示す。照査

用震度ｋhkは、壁高Ｈ（計画水深）による変動幅が 0.01

程度と小さいことから、簡易算定式は、ｂ値をパラメー

タとして一律な１次回帰式として扱うことができる。な

お、１次回帰式は、構造物にとって最も危険側となるよ

う変動幅の上限値に設定した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3-6 十勝港：重力式 
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図-3-7 十勝港：重力式 

（ｂ値が下限値で決まる場合） 

4.あとがき 

(1) 今回、検討した 11 港湾におけるレベル１地震動の

照査用震度による簡易算定方法は、ｂ値が上限値および

下限値で決定される条件下において、背後地盤の１次固

有周期Ｔb あるいはｂ値をパラメータとして１次回帰式

で整理することができた。 

(2) 震度法による設計震度と新基準による照査用震度を

比較すると、照査用震度が大きな値に設定される場合が

ある。このような場合において、過去に受けた地震履歴

による既存施設の被災状況を勘案し、新たに得られた照

査用震度を適用して良いか、今後検討を行う必要がある。 

(3) 簡易算定方法では、各パラメータに対する照査用震

度の１次回帰式にて照査用震度を得る。この際、地層特

性（層序、工学的基盤の特性と深さ）、ｂ値、地盤の１

次固有周期、算定された照査用震度の範囲について、適

用条件を定め、これを外れる場合には、個別に港湾基準

にしたがって照査用震度を定めることが必要である。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 地盤特性によるｂ値の決定法により照査用震度の簡

易算定法の適用性が異なることが判明した。ｂ値が上限

値や下限値で決定される場合には、簡易算定法の適用が

可能であるが、中間値（算定値）で決まる場合には、個

別に照査用震度を算定する必要がある。今回、検討した

港湾においては、釧路港のように工学的基盤が深く堆積

層がある程度厚い場合には、ｂ値が３ケースとなり、簡

易算定法の適用が可能な場合と適用できない場合が存在

する。一方、十勝港のように工学的基盤が浅い場合には、

下限値で決定され、かつ壁高Ｈによる照査用震度の変動

幅が小さいことから、一律な簡易算定式として扱うこと

も可能であった。これらの検討結果を踏まえ、今後も検

討が予定されている各港湾における特性を整理し、北海

道全体としての整合性を踏まえた統一的な方針の下に港

湾構造物設計の基礎資料として必要となる照査用震度の

簡易算定法について整理する予定である。 
 
謝辞：京都大学防災研究所井合教授をはじめ本検討に際

し多大な御協力頂いた関係各位に対し深甚なる感謝の意

を表します。 
 

5.参考文献 

1) 国土技術政策総合研究所資料 2006,June：レベル１地

震動に対する重力式および矢板式岸壁の耐震性能照査用

震度の設定手法 

2) 社団法人日本港湾協会：港湾の施設の技術上の基

準・同解説，平成19年7月 

3) 国 土 技 術 政 策 総 合 研 究 所 ホ ー ム ペ ー ジ 

http://www.nilim.go.jp/engineer/index.html 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ｂ値と照査用震度の関係

0.05

0.10

0.15

0.35 0.40 0.45 0.50 0.55 0.60 0.65

b

k
h
k

-4.6 -5.6 -6.6 -7.6 -9.1 -10.1

１次回帰式：y=0.1562x+0.04



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


